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インボイスとは？今までの請求書と何が違うの？

１．インボイスの仕組み
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【インボイスの要件ポイント】

・登録番号の記載が必要

・税率ごとに区分した消費税額の記載が必要

・消費税の端数処理は税率ごとインボイス1つごとに1回限り

・令和5年10月1日より前からインボイスの形式で発行⇒OK！

→自社発行の請求書の様式見直し・改定をしましょう！

・インボイスは受領したものは保管必須

発行したインボイスの控えも保管必須（現・請求書控え）

・記載事項が間違っていた場合は再発行が必須

※受領者側で勝手に訂正はできない

・インボイスのみが消費税の仕入税額控除の対象となる

※一定期間の経過措置はあり

・3万円未満の領収書もインボイスは必要



１．インボイスの仕組み

4

インボイス交付義務の免除とは？

【以下の取引はインボイス発行が困難なので、インボイス交付義務が免除される】

※それ以外は金額の大小にかかわらずインボイスの交付が必要！

① ３万円未満の公共交通機関である船舶、バス又は鉄道による旅客の運送

② ３万円未満の自動販売機等により行われる課税資産の譲渡等

③ ポストに投函される郵便

④ 回収される入場券

⑤ 質屋の一般消費者からの仕入

⑥ 宅建業者の一般消費者からの建物の仕入

⑦ 従業員等に支給する旅費日当、通勤手当

⑧ 農協、卸売市場の特例（今回のセミナーでは説明割愛） など

上記はインボイスの保存は不要ではあるが、帳簿への記載は必要なので注意！

日本の消費税は「帳簿＋インボイス保存方式」です



１．インボイスの仕組み
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インボイスを発行するためにすべきこと
「適格請求書発行事業者の登録申請」を所轄税務署に提出する

【登録申請のポイント】

・R5.10.1からスタートさせるための期限は原則R5.3.31までです。

・特例としてR5.9.30まででもR.5.10.1から適用可能となっています。

・番号通知までのタイムラグがあり、請求書等への記載対応等の

事務も必要となるため、早めに申請しましょう！

☆要注意！

免税事業者はこの届出を出すと「消費税課税事業者を選択したこと」

になるので、しっかりと検討の上で提出しましょう！



１．インボイスの仕組み
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インボイスを発行するためにすべきこと
登録が終わると、国税庁の検索サイトで公表されます

【登録番号のポイント】

・法人はT＋13桁の法人番号が付番されます。

・個人はマイナンバーとは異なる13桁の番号が付番されます。



１．インボイスの仕組み
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インボイスを発行するためにすべきこと

店舗名、事務所名がある方は「屋号」で登録することができる！

【屋号登録のポイント】

・「適格請求書発行事業者の公表事項の公表（変更）申出書」を提出。

・屋号は1つしか登録できないので注意！ ※複数の飲食店など経営している個人は1つしか選択できない

例）個⼈事業者
屋号…クラフトマン事務所
個人本名…高谷新悟

【インボイス登録番号を検索した時】
屋号登録していない
→「氏名・高谷新悟」
お客様…「誰︖」

屋号登録している
→「氏名・高谷新悟」
「屋号・クラフトマン事務所」
お客様…「⾼⾕新悟︖ああ、

クラフトマンね。安心」



１．インボイスの仕組み
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消費税の計算の仕組みを再確認しましょう！
売上 110,000円（消費税10,000円）
仕入・経費 33,000円（消費税3,000円）
利益 77,000円

納付すべき消費税額＝10,000円 △ 3,000円＝7,000円

【特例① 簡易課税選択事業者】
2年前（基準期間）の課税売上高が5000万円以下だと届出により選択可能

納付すべき消費税額＝10,000円 △（10,000×50％）＝5,000円
※第5業種（サービス業）の場合

【本則課税（通常の消費税計算の仕組み】

【特例② 免税事業者】
2年前（基準期間）の課税売上高が1000万円以下

納付すべき消費税額＝0円



１．インボイスの仕組み
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もらった請求書がインボイスじゃないときの影響
売上 110,000円（消費税10,000円）
仕入・経費 33,000円（消費税3,000円と記載はあったけど）
利益 77,000円

仕入・経費33,000円の請求書を確認したらインボイスじゃなかった！

売上 110,000円（消費税10,000円）
仕入・経費 33,000円（消費税0円として扱われる＝控除対象じゃなくなる！）
利益 77,000円

納付すべき消費税額＝10,000円 △ 0円＝10,000円 ⇒税額増えてる！

※簡易課税、免税事業者は本人としては影響なし

売上 110,000円（消費税10,000円）
仕入・経費 30,000円（消費税0円だが、その分値引されていれば）
利益 80,000円

納付すべき消費税額＝10,000円 △ 0円＝10,000円 だが、

そもそも消費税相当の3,000円業者に払っていないのでプラマイゼロ



１．インボイスの仕組み
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経過措置

仕入・経費33,000円の請求書を確認したらインボイスじゃなかった！

売上 110,000円（消費税10,000円）
仕入・経費 33,000円（消費税0円として扱われる＝控除対象じゃなくなる！）
利益 77,000円

令和5年10月～令和8月9月（3年間）は8割控除認める
納付すべき消費税額＝10,000円 △ 3,000×80％ 円＝7,600円
⇒少し負担が軽減される

令和8年10月～令和11年9月（3年間）は5割控除認める
納付すべき消費税額＝10,000円 △ 3,000×50％ 円＝8,500円

令和11年10月以降…経過措置終了
納付すべき消費税額＝10,000円 △ 0円＝10,000円
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自分は、インボイス発行事業者に登録すべきなのか？

免税事業者の皆さん免税事業者の皆さん

皆さんの取引先はどっち？

一般消費者一般消費者

取引先の全てが
・免税事業者 or
・簡易課税選択の事業者

取引先の全てが
・免税事業者 or
・簡易課税選択の事業者

事業者
（法人・個人事業）

本則課税の事業者がいる

取引先の消費税課税状況はどっち？

登録事業者にならなくても良い登録事業者にならなくても良い
登録事業者になることの検討必要

【注意点！】

複数種類の取引先（一般消費者と本則課税

の事業者など）がある場合は登録事業者に

なることの検討必要！

２．免税事業者のインボイス対応の検討
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インボイスについての重要ポイント
・インボイス発⾏のためには事前に「適格請求書発⾏事業者の登録申請」を税務署に提出必要

・インボイスは消費税の課税事業者しか発⾏できない

・免税事業者である司法書⼠がインボイスを発⾏しようとすると、「課税事業者」になり消費税
を納税する義務が生じる

・取引先の種類によってインボイスを「欲しがる取引先」と「欲しがらない（不要）な取引先」
がある。

・「インボイス発⾏を求める取引先」は消費税課税事業者で本則課税の事業者 Ⓐ

・「インボイス発⾏を求めない取引先」は⼀般消費者、免税事業者、簡易課税選択事業者 Ⓑ

・皆さんの取引先の⼀部（または全部）がⒶの場合はインボイス発⾏事業者への登録検討必要

・インボイス発⾏事業者ではない場合、
「消費税分値引きしろ︕」や「あなたとは取引しません︕」などの交渉（︖）が⽣じうる
※独占禁⽌法などで、優位な地位を利⽤しての⼀⽅的な取引条件変更・打切等は禁⽌されてはいますが。。。。

２．免税事業者のインボイス対応の検討
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インボイスについての重要ポイント

公正取引委員会HPより
https://www.jftc.go.jp/dk/guideline/unyoukijun/invoice_qanda.html

免税事業者及びその取引先のインボイス制度への対応に関するＱ＆Ａ
Q7の６ 登録事業者となるような慫慂（しょうよう）等

課税事業者が、インボイスに対応するために、取引先の免税事業者に対し、課税事業者になるよう要請するこ
とがあります。 このような要請を⾏うこと⾃体は、独占禁⽌法上問題となるものではありません。
しかし、課税事業者になるよう要請することにとどまらず、課税事業者にならなければ、取引価格を引き下げ
るとか、それにも応じなければ取引を打ち切ることにするなどと⼀⽅的に通告することは、独占禁⽌法上⼜は下
請法上、問題となるおそれがあります。
例えば、免税事業者が取引価格の維持を求めたにもかかわらず、取引価格を引き下げる理由を書⾯、電⼦メー
ル等で免税事業者に回答することなく、取引価格を引き下げる場合は、これに該当します。また、免税事業者が、
当該要請に応じて課税事業者となるに際し、例えば、消費税の適正な転嫁分の取引価格への反映の必要性につい
て、価格の交渉の場において明示的に協議することなく、従来どおりに取引価格を据え置く場合についても同様
です。
したがって、取引先の免税事業者との間で、取引価格等について再交渉する場合には、免税事業者と十分に協
議を⾏っていただき、仕⼊側の事業者の都合のみで低い価格を設定する等しないよう、注意する必要があります。

２．免税事業者のインボイス対応の検討

https://www.jftc.go.jp/dk/guideline/unyoukijun/invoice_qanda.html


２．免税事業者のインボイス対応の検討
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免税のままか、課税事業者となりインボイス発行か。。。
【現状】

利益計算 770万ー220万＝550万
所得税・住民税 約62万
税引後手取 約488万

【①消費税分を値引き対応した場合】

利益計算 700万ー220万＝480万
所得税・住民税 約46万
税引後手取 約434万

免税事業者のまま

【②２割の取引先から仕事なくなった場合】

利益計算 616万ー220万＝440万
所得税・住民税 約38万
税引後手取 約402万

【③原則課税の場合】

消費税納税額 70万―20万＝50万
利益計算 770万ー220万－50万（消費税）＝500万
所得税・住民税 約50万
税引後手取 約450万

【④簡易課税の場合】

消費税納税額 70万―35万（70×50％）＝35万
利益計算 770万ー220万－35万（消費税）＝515万
所得税・住民税 約53万
税引後手取 約462万

課税事業者になる

出所：日本FP協会発行 FPｼﾞｬｰﾅﾙ2022年10月号p.29参照

ご自身の事業状況に照らし合わせ検討してみましょう！



３．⾃社発⾏のインボイスについて（売上）
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自社発行のインボイスを考える（売上）

司法書士事務所の場合

請求書（or領収書）をインボイスとするケースが多いと考える

現状の請求書・領収書をインボイス仕様にカスタムしよう！

システム利用している場合はシステムベンダーに

インボイス対応の予定を確認しましょう。

【インボイス記載６要件】

① 適格請求書発行事業者の氏名又は名称・登録番号

② 取引年月日

③ 取引内容（軽減税率対象品目である旨）

④ 税率ごと区分して合計した対価の額（税抜or税込）

⑤ 税率ごと区分した消費税額等

⑥ 書類の交付を受ける事業者の氏名又は名称



３．⾃社発⾏のインボイスについて（売上）
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複数書類でインボイス６要件を満たせばＯＫ！ （経費支払いについても同様）

国税庁は、請求書・領収書等が発行されない家賃支払いについて、質疑応答で次のように回答しています。

【回答要旨】

振込金受取書を建物賃貸借契約書とともに保存することで仕入税額控除の要件を満たしているもの

として取り扱います。なお、賃料に変更があった場合には、変更契約書も併せて保存するものとします。

【インボイス記載６要件】

① 適格請求書発行事業者の氏名又は名称・登録番号 …契約書に記載

② 取引年月日 …通帳ｏｒ振込金受取書で確認

③ 取引内容（軽減税率対象品目である旨） …契約書に記載

④ 税率ごと区分して合計した対価の額（税抜or税込） …契約書に記載

⑤ 税率ごと区分した消費税額等 …契約書に記載

⑥ 書類の交付を受ける事業者の氏名又は名称 …契約書に記載

ＰＯＩＮＴ

契約書が上記内容に沿っていない場合は、覚書の締結or契約書の結び直しは必須となるので確認しましょう！

顧問料や家賃など請求書・領収書が発行されない取引



４．他者から受領したインボイスについて
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相手から受領したインボイスの税務（経費等支払）

対象者：消費税の本則課税事業者
対象外：免税事業者、簡易課税選択事業者（個別取引で仕入税額控除を計算しない為）

【現状の消費税計算上の経費集計】

・課税仕入 …消費税控除対象経費
・非課税仕入 …保険料、支払利息など
・不課税仕入 …租税公課など

【インボイス制度開始後の消費税軽案上の経費集計】

・インボイス登録事業者からの課税仕入（インボイスの場合）

・免税事業者等の非登録事業者からの仕入（インボイスではない場合）

・非課税仕入

・不課税仕入

※これまで同様に、各課税取引については税率8％、10％の別に集計も必要

☆インボイス6要件を満たしているかは受領した
側に確認義務がある
☆不備があった場合は⽀払先に再作成の依頼が必要

いままでより消費税の判断が複雑になります︕
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おわりに

インボイス制度スタートまであと１年を切りました

電子帳簿保存法対応など新しい課題は次々に出てきます。

⼀歩ずつで良いので、新制度への対応をしていきましょう︕

税理⼠法⼈クラフトマン
社員税理⼠ 髙谷 新悟


